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在宅で高齢者を介護する主介護者の介護負担感

一排尿介護に焦点を当てて一

井場ヒロ子 L*) 宮腰由紀子 2) 高瀬美由紀 2)

キーワード（Keyvvords) : 1. 在宅而齢被介護者（thefrail elderly living at home) 

2. 介議負担感（burdenof care) 

3. 排尿介議（urinaryincontinence care) 

本研究のH的は， 65／，設以上の高齢者（以卜，被介護者）の介護を在宅で主に担う家族介護者（以下，主介議者）

の介必f"'l~H.！岳に，被介若者の排尿状況や主介議者・被介議者各々の各属性がどのように関連しているかを明らかにす

ることである．介誰負担感の把柑に Zarit介護負担尺度日本語版（以 F,J-ZBI)，尿失禁の分別判定に排尿チェッ

クよを九々J-HL、て作成した質問紙を 協力施設の対象者 162名に配付した．その結果 101名（62.3%）から有効ド1

~N を N, I勺94f, (93.1 %）の被介護行に尿失禁を認めた J-ZBI得点は，被介護斉に尿失禁「有j群（38.6± 
19.2 J,1,0 が「無」群（29.3± 22.6点）よりも高かった主介議者の介護負担！惑を示す J-ZBI得点は，被介議者の排

！ポH、？に「介助不安」より（、J':.少し介助」を要すJiがI白い傾向をぶした（p< 0.1）.また，尿とりパッド「肴用」群

を介議する主介護苫の｝jが「Jf：着用」群を介議する者より J-ZBI得点が高い傾向を示した（pく 0.1). -Ji，介護支

絞 (I・ 「イfJ肝は「無」 Mより J-ZBI得点が低かった（p< 0.05）.これらの結果から，排尿介護による介議負担（感を

低減するためには，尿とりパッド「者HJJや排尿時に「干・少し介助」が必要な被介議者に， トイレ移動や排尿時の

下行の｜；げ下げ.111＜とりパッド交換のためのリハビリテーションを実施し，被介護者の排尿行動能力の向上に努める

ことが必要であると )5・えられた．

はじめに

2010年明紅の｜｜本人11の高齢者半は 23.1%にキ：り，

、｜λJ0JJ.i:命は ｛，cl"!:86.44片足， 男性 79.56布となった. 75 

長以 l；の而齢百は約 1,400万人であり， 100歳以上の人

が4万人を越えている（総務省統計局， 2010). しかし，

，・，・：市（）行の，，，には健康を古している行も多く（厚生労働省，

20llb），そのJJ;iI大｜として，加齢にflう生理的機能表退

(Rossman, 1975）に加え，認知HIEや慢性疾j皆、の発症や

明忠が指摘されている（厚生i労働省， 2012). t'fl塊の世

代が尚南j）になる 2015lf以降には，こうした高齢化に伴

う川！起も益々噌強すると予想される．

1997 ｛ドに成。：した介誰保険法が， 2000年に施行され

て以＊＇ 2010年には被保険者数に市める介議認定者数

;iflj~ が 16.2 % (469万6千人）と， 2000年の 2倍以上

に .tn加している（「宇＇I~労働省I, 20lla). ・／／で， 2006

fドの医療；fiiJ度改革関連法による療黄病床縮小・廃止に伴

い，：e:vltJ明治療を終えた’陪性WJ.凶i昼間忠、宮が夜七療主主

への移行を余儀なくされている．その結果，要介日産：度の

高い高齢者を家族が在宅で介議することとなり，家族の

介護負折感が増加している（111111, 2012）.また，超高

齢化社会を反映し 60哉以上同土の老々介議の割合が

l；昇傾向にある（厚生労働省， 2012）.在宅での介議は，

家族介護者に「体調不調J「社会的参加の減少」「抑うつ

や向殺」「QOL低下J「虐待や他殺」などの状況を招き，

介護の負担感が在主介護の継続を困難にしている（児玉

ら， 2010；宮卜ら， 2006；武藤， 2003）.家族介J望者が

感じる介護負担1感は 更衣・排便・排尿の世話が大きく，

特に排尿に関しては同数・時間が限定しにくいため肉体

的負但が大きい（北村ら， 2007）ことが報告されている．

そして，排尿についての介議を更に困難にしているのが，

多くの被介護者が抱える排尿陪古である．

全国 75地点から， 40歳以上の男女を合む A 般世帯の

10,096名を調査対象とした日本排尿機能学会の疫学研

究（本間ら， 2004）では，解析対象者 4,480人のうち、

50.1 %の 40歳以卜．の男女で任問排斥u1J数が 8fu］以 l_：‘

69.2%の告で夜間排尿In！数が 1［叶以卜であったと報仇し

ている．また＇ 40校以上の男女で，排尿障害の症状が
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週 1lol以上おこる頻度は，尿勢低ド 27%，残尿感

17.8%，尿怠切迫感 14.0%，切迫性尿失禁 8.9%，版圧

性尿失禁 8.0%，オムツ使用 4.4%であったと織のされ

ている．更に本間（2007iV-）の調育では， I白j齢酋 1人

「たり平均2種類の排尿障害を抱えている事が明らかに

され，介護者と被介護苫の両者にとって，最も問題と考

えられる症状は「夜間頻尿Jが38.2%と多く，次いで「時

間の頻尿」（19.3%）「腹fl子｜生尿失禁」（14.5%）の！｜偵であっ

たと報告されている．こうした現象は，年齢とともに 1-.

昇し， 70歳以降で急激に上昇していた（本間， 2007)

ADLの低下とともに尿失禁の増加も指摘されている（金

ら， 2008）.また，欧米における尿失禁の疫学的1U~Jfi で、も，

その頻度は男性より k性の方が而く，高齢者の 3～

55%が排尿障害を抱えていると推測されている（Thom,

1998），我が国でも 70歳以上の高齢女十i：の 43.5%（金ら，

2008）が，在宅の要介議高齢者では 50%科度が排以降

古を抱えていると幸~白されている（Shimanouchi ら，

2000）.排尿障吉を千Iーする高齢者の内， 14.9%は「排f,K

佐状で生活に影響があった」と報；ffされており，次いで

「心の健康J(10.2 %に「活力」（10.1%），「身体的活動J
(7.1 %）に影響があったと報行されている（本間， 2007).

近年ではプライマリ・ケア医による卜~ {tpf;J(~九位状の診

療が急速に増えている（後藤， 2009）ことから， !JI：尿

障害を有する被介護行は治療を受けやすくなったと考え

られる． しかし，排尿問題で医療機関を受iJ会しているお

は，要介誰高齢者の 18.0%に過ぎない（本間， 2007).

このことは，排尿問題を抱える家紋介d告白への咋門的支

援が為されにくい状況を生み出しているとも考えられ

る．紅宅での排j世の世話への t介議者の思いはネガティ

ブなものが殆どで（井揚ら， 2012)' I.ポ失禁を有してい

る高齢者を在宅で介護する主介議者の介議負十ll(i告に持ll 

する必要があると考えられる． しかし， /J：’七での介議を

継続するために重要な，家族の介護負和感、のfllF対策を

検討する l；で，介議負担！さへの影響！大lfのrflでも尿失禁

を伴う排尿介護に焦点を絞った研究は側めて少ない（深

野， 1995；井場ら， 2011)

そこで本研究では，高齢{I-を在宅で介議する i：介接ri・

を対象とし， J~介議者の介護負·IH.！＇さと，被介護者の排尿

状況及び主介J望書・被介i護者の！同性との関連'l''l：を明らか

にすることを目的とした．

方 法

1 . 調査対象者

高齢化率が高い地域の aつである HVA o iiiにある介

議保険施設（介志保険の給付対象である介議サービスの

訪問〈治療，看r1邑介護，リハビリ〉サービス，通所〈デ

イケア，デイ〉サービス，初期人所〈ショートスティ〉サー

ビスを在’七の被介護者に提供している施設）において，

介議サービスを利用している 65歳以上の要介護高齢者

（以下，被介護者）を，夜七で主に介護している家族介

誰荷（以下， 主介護苫） 162名を調査対象とした．

2. 調査票の配付と回収

施設が行う被介護肖の送迎や在宅訪問時に，調査協力

依頼占・ Jn~ ，］cf，式 Ll 記式質問紙調査票・返信用封筒を人

れた封筒を介准スタッフが左介rt金者に配付した．依頼書

には，研究H的・ dfM台協力の白山・調査票の記載｝j法及

び，回収作用｝j法手について記載した回答後の調査票

の1111収は， ω協力施設の担当者に子渡す，或は ③郵送

する，のいずれかの返還店法を！11！答者が選択して行った

df M台則11¥Jは2010年 10月25ll～ 12円20flであった．

なお，本df~fiは，広島大学大学院保健学研究科研究倫理

委民会の富台を受け，承認を得て実施された（承認番り

22-14) 

3. 調査票の構成

調査京の構成は，「主介護者の属性」 3項目（性別，

1r齢， fr設支J走者の有無），「排尿介議の相談者のわ会無」

lJ!'Hl，「被介JilU干の属性J6頃日（調査時年齢，介護

開始午前＼！， 'l''I：別，続柄，要介護度，介護サービス利聞の

イi無），「治療疾忠の有無と診断名J2項目，「被介護者

の排！ポ状況」 11.f({li （排尿状態 9f!'i u，排尿方法，排

f1KH,yの介助状況），「下~:Jr議者の介護負担感J 22項円と

した．

「Hl:fポ状況」の「排尿状態 9JfH-f Jは，被介護者の排

！ポ防芹の千i·JH~ を評価するものである．この項目は，名古

同大下排；11t情報センタ一 名山尾大学大学院医学研究科

病態外科学講時泌尿保科学（2003）が制作した「排；11t

ケアマニュアルJの排尿チェック去に合まれるものであ

る．この排尿チエソク表は，介護荷・看護師・ －般｜勺科

医や11：七 fr，；~に従事する」般人が，高齢者尿失禁タイプ。

を特定し，そのタイプに適した排尿ケアを提供できるよ

うに作成された排尿障害診断質問票である．チェック結

果は，専門｜失による排尿障吉「診断と 81.4～ 86.2%の確

ギで」致したことが報；＇ i・ されている（｜吋村ら， 2002)

そこで本研究では，被介議書の排尿状態を主介議者が

チェックょに記載し，その，JMHi点数を研究者が計算する

ことにより， ！11＜失禁の有無を判断した．

また， I：介議おの介議負担感を把持する評価尺度には，

Zarit fr J産 i'!111 ！岳）〈度（ZaritCaregiver Burden 

Interview ; ZBI) を！日t Eた．この尺度は欧米で多mされ

ている介謎負111.感尺度の－つであり 各パ語に翻I沢され

ている. ZBIのU本語版は Zarit介護負tH.!1吾、尺度 LI本語

版（以ド， J-ZBI）として荒井らにより開発されており，

I El内で多く JHl，られている（荒井， 2005；卜村ら。
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2007）.この尺度は 22の質問項目で構成され，各質問

刷｜｜のバ、打出ーは， 0～4の5段階（負H：！に思わない：（）点，

たまに！出う： 1点，時々！出う： 2h~~ ， よく思う： 3 点，

いつも思う： 4/.0で、行われ，点数が高いほど強い介議

負十[I＿時、を示す．なお，本研究における J-ZBIの内的整

0-性は Cronbach'salpha = 0.973であった

4. 分析方法

1)介護負担感と主介護者・被介護者の属性との関係

{1：七で，・.＂；j齢者を介議している i：たる介議者の介護負和

感が， L介識者・被介rl産主のfrPi性とどのように関連して

いるのかを検証するため 主介議者の性別・年齢－介誰

〉王将行のイf}~ ， 被介w~ {I・の十七日lj.続柄・治療中の疾忠の

イi無日ljに， J-ZBI得点を対泌のない I検定を用い比較分

析した

2）介護負担感と排尿介護との関係

fl,il&f~ JI f_感と排！ポ状況及びその介品店法との関係を検

,;1Eするため， ffJZ介誰fl・のf,t(尖祭のイ1・無・排尿！Lyの介助状

況とHl0!1t(}j法及び1－：介設者にとっての相談者の｛f-{1：の有

無別に， J-ZBI得点を対応のない I検定をJ-JHE比較分析

した．

4光，jj・解析には， SPSS19.0J for WindowアSを旧い，有

必水準は 5%,t）前（11t61JliJ検定）とした．なお， p値が 5%

以上 10%未満をノ示した均合は「傾向がある」と解釈した．

結果

1 .被介護者及び主介護者の属性等

i：介ll告{I・ 162 r, rf t 108名から！日｜答を得た（［11］収率

66.7 %にその｜／土有効ド！？字数は 101名（有効凶答卒

93.5%）であった．

1 ）主介護者の属性等

主介護者の性別は「男性」 24名（23.8%），「女性」

77名（76.2%）であった．年齢は平井J62.5 ± 10.9蔵

であったが，「55～ 64成」の者が 44名（43.6%）で最

も多く，次に「65～ 74技jの者 27名（26.7%）と 55

段以上の者が全体の 83.2%を市めた．介議支緩者「む」

は 77名（76.2%），「無」は 24名（23.8%）だった．ま

た，被介護者の排尿介諸に関して，相談者「無jは 54

名（53.4%）と多く司「有lは 24名（23.8%）であった

（表 1）.相談先は，介護スタップが 18名で長も多かった．

2）被介護者の属性

被介護者の性別は「明性」 33名（32.7%），「女性J

68名（67.3%）であった．年齢は平均 85.6土 6.9 （最

小 67～最大 101）蔵であったが，「85～ 94＇~長」の者が

50名（49.5%）で長も多く，次に「75～ 84蔵Jの省

が 36名（35.7%）と 75歳以上の苫が全体の 93.1%を

占めた．

主介議者との続柄は，「実父母」 55f, (54.5 % ），「義

父母」 25名（24.7%）、「配偶者J20名（19.8%）であっ

た（去 2）.被介議告の介議開始年齢は、ド均80.2± 9.2 （最
小 48～最大 100）歳であった現庇治療rjIの疾忠「布」

は 12r, (71.3 % ），「無」は 13r, (12.9 % ）であった．

要介護度は、｜λ均 3.3± 1.5 （民小 1～最人・ 5）度であり，

3未満の「軽度」が 21名（20.8%）で， 3以｜；の「宅度」

が 76名（75.2%）であった．近円 1週間の介誰サービ

ス利同数（傾数ド1］芥）は，平均 1.9土 1.4 （最小 1～抗

人－ 5）件で。最も多く利用されたサービスは「l訪問」 99

件（98.0%）ー次に卜通所J62 n (61.4%に「知則入所」

21件（20.8%）であった（去 2)

表 1.主介護者の属性等
(n=lOl) 

変数 カテゴリー 人数 明 半均（SD)

35～44政 7 6. 9 62.5(10.9) 

45～51成 10 9. 9 （品小41～最大90)

イI＇－齢区分 5.S～64歳 4'1 43. 6 

65～7,1蔵 27 26. 7 

75～川歳 10 9. 9 

85～94歳 3 3. 0 

’ド!:JJリ
男性 21 23. 8 

女性 77 76. 2 

介選jく；援11-
手~－ 77 76. 2 
1HE 21 23. 8 

有 21 23. 8 

排尿介選の十II談1]'・ 4旺 54 53. 4 

イよ印j 23 22. 8 
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表 2. 被介護者の属性

変数 カテゴリー

年齢区分 65～71歳

調査時点年齢
75～81 成

85～911成

95～101成

～5,1歳

6S～71歳

介護開始年齢
7S～81歳

間～91以

9.5/1~～ 

不明

性別
男性
iA・性
実父1ミ士

介護f号との続柄
義父iミ上

配偶汗

養i辻

治療巾の疾患、 鉦

不可j

事事！支

要介護度l

要介護度2

要介護度 1}j）支

要介護皮3

要介護！支4

要介護Jit5

不明

介護サービスの利用 J}j!J日
（梅数回答） ＠所

知用l人！好

2. 被介護者の排尿状況

被介護者の排尿状況（表 3）は，尿失禁「有」が 94

名（93.1% ）と多く，尿失禁「無Jは僅か 7名（6.9%)

であった．排尿方法については 被介護者の半数以上が

被数の排尿方法平均 2.1± 1.4 （最小 1～最大 4）を活

用し，白然排尿が 92名（91.1% ）と殆どを市めた．向

然排尿は，「トイレ利用」が 34名（33.7%）で，その他

の自然排尿の内訳は‘「オムツ（多日尿対応用）青山J

が 62名（61.4%）と最も多く，次いで「尿とりパッド（少

量尿対応用）着用」 53名（52.5%) 「ポータブルトイ

レ利用Jが 42名（41.6%）であった（侮数回芥）．

排尿時の介助状況は，被介護者の内 79名（78.2%)

が排尿時に介助を要し，「介助不要jは 21名（20.8%）だっ

た（表 3）.排尿時に介助が必要な行の｜勺，「全て介助j

は53名（52.5%）と最も多く，次に「見守り」13名（12.9%)

であった（表 3)

3. 主介護者の介護負担感と関連因子の検証

主介護者 101名の介護負相感は， J-ZBI、｜λ均 37.9± 
19.4 （最小O～最大 81）点であった．

4 

(n二 101)

人数 （？イ） 平均（SD)

7 6. 9 85. 6(6. 9) 

36 35. 7 （最小67～故人会101) 

so 19. s 
8 7. 9 

1 1. 0 80. 2 (9. 2) 

16 15.8 Uriノj、18～最大100) 

11 40.5 

36 3S. 7 

2 2.0 

2 2.0 

33 32. 7 

68 67.3 

史「），「) 54. 5 

2S 21. 7 

20 19. 8 

1. 0 

72 71. 3 

13 12. 9 

16 15.8 

21 20. R 3. 3 ( 1. 5) 

2 2.0 （最小l～最大5)

19 18. 8 

76 75. 2 

2:1 22. 8 

16 lS.氏

37 36.6 

1. (} 

99 98. 0 1.9(1.1) 

62 61. 1 (l武；J、l～最大S)

21 20. 8 

1 ）主介護者の属性等と主介護者の介護負担感

「ワj性Jの J-ZBIは平均 35.5土 20.5（最小4～最大

75）点で，「女・It」は平均 38.7± 19.2 （最小 0～長大

81）点であり（表 4) 統計学的有志差は認めなかった．

主介議者を「65歳未満」と「65歳以 l：」に分け，彼，

彼女らの J-ZBI平均の得点を比較したところ，「65蔵

未満Jの J-ZBI平均 37.1士 18.4点と「65歳以上Jの

J-ZBI平均 39.2± 21.1点との問に統計学的有意差は認

めなかった．

主介話者と被介議書との続柄については，実父母と義

父母・養j：上を合わせた「親」 J-ZBI平均 37.6土 18.6！~~ 

の介護をしている t介護者よりも，「配偶者JJ-ZBI平

均 39.5士 23.0点を介議している者の方が高い負伺！惑を

ぶしたが，統計’子的有意差は認めなかった（去 4).

介i詰支持百「イi」併の J-ZBIは平均 34.8土 18.0点，

「無J群の J-ZBIは平均 48.0± 20.8点であり，両群の

介議負.j:DJさの問には統計学的有志差を認めた．これによ

り介議支板者「布」群に介議負.J:R!1さが低いことが確認さ

れた （t(99）二一3.01, pニ 0.003) （表 4).

また，排尿介護の相談ff「有」群 J-ZBI平均 37.4士
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表3. 被介護者の排尿状況
(n二 101)

変数 カテゴリー 人数 【うら 平均（SD)

尿失f会 有 91 9:3. l 
1HE 7 6. 9 

ドj然排尿 トイレ利用 :34 :3:3. 7 2. 1 ( 1. 1) 
ボータブ、ルトイレ利回 42 11. 6 （最小l～最大＇f)

1J ド！ノ·~ JitL l示忠利用 6. 9 

（惚牧回答） ！イミとりハッド着用 !13 !12. fl 

オムツ若月！ 62 6 l. t 

人 i：排尿 カテーテル留置利用 7 6. 9 

i草尿平lj片1 3 3. 0 

不安 21 20.8 

~：介助 79 7日.2

（内訳）

りr：以H干の介助状況 全て介助 53 !12. 5 
、j＇.介助 7 6. 9 

少し介助 () 5. 9 

見γり 13 12. 9 

不明 1. 0 

表4. 主介護者及び被介護者の属性等と介護負担感（J-ZBI得点）との関係

変数 カテゴリ一 人数 平均 SD 

一一p

’l"!J)IJ 男性 24 35. 5 20.5 

Lζ性 77 38. 7 
0. 70 0. 484 

19.2 

｛／＇.齢
65歳未満 61 37. 1 18.4 

65歳以上 10 39.2 21. 1 
0. 52 0. 608 

介
被介護T号とのあt柄 親 81 37.6 18.6 

0.39 0. 700 
l；是 配偶者 20 39.5 23.0 

行ゐ
介護主援行

有 77 34. 8 18. 0 
3. 01 0. 003 ＊ 

主正 21 48.0 20.8 

りl'f;jと介護の相談符（注）
打 21 37. 11 16. 7 
鉦

0. 82 0. 113 
51 <11. ,1 21. 1 

判i))lj 
男f 33 37. 4 21. 0 

女性 68 38. 2 
0. 21 0. 837 

18.8 

治時1¥1の疾店、on 千丁 72 38. 2 19. 5 

知E 0. 82 0. 113 
13 33. 5 17. 0 

);j(：たTた ィヲ 91 :38. 6 19. 2 
主任 7 29. 3 22.6 

不安 21 33. 3 22.0 不要群との比較

全て介助 53 38.0 19.0 0. 92 0. 363 

判長 .j)f：以｜｜、 半介WJ 7 44. 1 8. ;j 1. 88 0. 072 t 
少し介助 6 52.8 21. 7 1. 87 0. 074 十

介 見守り 13 37. 8 11. 4 0.65 0.521 

,j往； りf:J1J<ML（惚数［11J｛午）

トイレ
手lj)tJ 34 37. 0 20. 6 

0. 36 0. 723 
ri・ 非平um 67 38. 1 19. 0 

ボータブ♂ルトイレ 利用 14 39.9 21. 0 

（！然！JUぷ . ）；）ミ訪日 JI：平IJHJ 57 36. 1 
0.89 0. :1111 

18. 2 

）／誌とりハッド、
53 41. 5 17. 9 

十
非主7月］

I 97 0. 052 
48 34. 0 20. 5 

オムツ
f半f主 62 39. 5 17. 9 

1. ();1 0. 302 
非着J!j 39 35.1 21. 7 

人 iり1・1ぷ カテーテルJiW目・ 干ljfll 9 38. 2 21. 2 

i阜！ポ JI：平1JJ1] 92 37.9 
0. 05 0. 964 

19. 4 

（けつ け引11j芥」を｜注して心した。 * : pく0.05, t : pく0.I 
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16.7点、と「無j群 J-ZBI平均 41.4± 21.1点問の得点

羊は 4.0点で，統計学的有意差は認めなかった（表 4).

2）被介護者の属性と主介護者の介護負担感

被介護者が「男性」 J-ZBI平均 37.4± 21.0点と「女

性lJ-ZBI平均 38.2± 18.8点、である場合の得点差は 0.8

点， また，治療中の疾思「有」群 J-ZBI、ド均 38.2士

19.5点と「無j群 J-ZBI平均 33.5土 17.0l、u日lでの得

点差は 4.7点を示したが，いずれにおいても統計学的有

意差を認めなかった（表 4).

3）被介護者の排尿状況における主介護者の介護負担感

＋介護者の介護負担感では 被介議者に尿失禁「イ1・」

群の J-ZBIは平均 38.6土 19.2点で，「カWJ昨の J-ZBI

の平均 29.3士 22.6点よりも高かった． しかし｜両市の

人数差が大きいため，尿失禁の有無による介議負判感の

差の検定はできなかった．

被介議者の排尿介助状況別による主介議おの介1i引＇！ 1H

！容は，排尿時介助「不要」群 J-ZBI、｜え.t'.:J33.3 ± 22.0 

点く「見守り j群 J-ZBI平均 37.8± 14.4点く「全て

介助」群 J-ZBI平均 38.0士 19.0点、く「 l・ 介助」群

J-ZBI平均 44.1士 8.4点く「少し介助J群 J-ZBI平均

52.8士 24.7点の！頓に卜昇した．「不要」群と「見守り」群・

「全て介助」群との間には統計学的イf）立差を1W.めなかっ

た（表 4). しかし，「半介助」群 （t(25) = 1.88‘p二

0.072）・「少し介助」群 （t(25) = 1.87' p = 0.07 4) 

は「不要J群に比し 介議負担感をぷす傾向にあること

が確認された（表 4).

被介議ri・の排尿Mlにおいては， トイレ「利用J昨

J-ZBI平均 37.0士 20.6点と「JI：不ljf廿」群 JZBI 、｜λJ~：J

38.4 ± 19.0点との間 ポータブルトイレ・尿器「干iJflJJ

群 J-ZBI平均 39.9± 21.0 f~（ と「 JI：利用」群 J-ZBI 、ド

均 36.4± 18.2点との間オムツ「宇rn1Jl作J-ZBI平

均 39.5± 17.9点と「非着！日J1ff. J-ZBI干均 35.4± 
21.7点との！日l，そしてカテーテル自白－導ぼ「利JIJJ 
群 J-ZBI平均 38.2士 21.2点と「非利用」昨 J-ZBI、｜λ

均 37.9± 19.4点との間に 有志な J-ZBIf'.h~U'.＇：：は口，E

めなかった． しかし，尿とりパッド「首刑」群 J-ZBI

平均 41.5± 17.9点は「非主主用」群 J-ZBI平均 34.0± 
20.5点よりも，主介謹者の介誰負ti！.！告がfムjp傾向にあ

ることが五在日立、された（t(99）ニ 1.97,p = 0.052) （よ 4).

考 察

94名（93.1%）であり これはアメリカにおける Thom

の調台（1998)' 日本における Shimanouchiらの調官

(2000）よりはるかに高率で、あった． 多くの疫学調子モに

よれば， W・菌（），性，疾病， ADL障害，体力要素などが

尿失禁の危険凶子であると指摘されている（くじら，

2004；古旧ら， 2007；金ら， 2008）.本研究でも要介護

度3 （在ち上がりや歩行など白力ではできない，排j世な

ど全両的な介助が必要）以卜の重度の介護を必要とする

被介護荷はうそ休の 75.2%を占め 被介護者の ADL臼な

度が全体的に低い事が確認された．従って匂 ADL自伝

度のfl＼さが金らの報告（2008）と同様に尿失禁（特に

機能性尿失禁）の出現に繋がったと推察された．また司

被介謹者1f向（｝は、｜えY.:J85.6 ± 6.9 （品小 67～最大 101)

践であり，加齢による廿盤！点筋昨の低ドも（本間ら，

2004）‘高卒の尿失祭n1，現に寄与していると考えられた．

本1U，~1町では，治療中の疾忠「有jの被介議行は 71.3%

であったが，治療r!Iの疾忠の「布」「f!WJと主介議者の

介誰！HU!さとの問には統計学的有志差を認めなかった．

これは，医療処日・治療のための訪問治味・有議や治療

のための受I診が， E介議行の医療スタップの心理的・教

育的関わり（望｝J, 2005）の機会となった可能性が考

えられる． しかし，紅七療長忠吾が紅宅を選択した理巾

は，必要な｛£＇七医療・介護サービスが確保できたため

(42.4%），家政等の介識者が確保できたため（32.9%)

であり， 11：主療長杉行や継続の阻害要！大！として家族等の

介~I~ ti・iHI I.が他の要凶に比べ而い割合（80%）をぶし

ており（厚生労働省｜宍政局指導課在宅医療推進室，

2012），療:ft1j1の被介議討を1-C主で介護している I:介I琵

r,・への支採が必要であるといえる．

本1~bjftの主fr議行の年目g））は平均 62.5士 10.9（最小 41

～hi大90）蔵であり，主介，｝望者が「65蔵本渦Jr,・と 165

1坂以 uif・のla]に 介議負tiI.感の統計上のイi怠差は認め

られなかった本研究では， _t介護者が「65段以上j

の老々介日程呂が全体の 39.6%をl片めていた．今後， II 

本人Ilの尚齢者平の l：持と平均持命の延長により，老々

介護fl・の増加｜が-fiWlされる（総務省統計局， 2010）.こ

のため，高齢介d望者に対しては 身体機能の長選へのサ

ポートが必要であると推測される．また，安心院ら

(2012）がノJ~すように 詐Lh介護者は介護に追われ白由

を奪われてしまうことによって，精神的な負担感を！さじ

やすくなっていると推測される．従って， f：介護行の年

齢に焦点を絞ったアブローチが介護負担1感の低卜に必要

1 .被介護者と主介護者の属性等と主介護者の介護負担感 で、あると ）］・える

我がII司の主介J告者.t漬介バ告者は！，（＇I"

省， 2012）’本研究も主介d告r,宇．被介，j告fl・ JI~ に女性が多 2.被介護者の排尿状況と主介護者の介護負担感

かった. 11：’むにおける被介護自への排以の世話は，介l吉 本l調査では，尿失祭「イfJ群と「無J群の J-ZBI得

者にとって負tH.！惑を什tう介議である（嗣）｜二， 2006）と 点の、｜勺勾比較で ！）臼者が尚ft内をぶした． L介護おの介誰

いわれている．本調査結果において，尿失禁の11I 11 £5t fi・は、 i'! ti I.！さは，［1ftl併の人数とが大きいため尿失禁の「有・JHU

6 
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によるえその t検定を実施できなかったが，在宅介議の介

芯f_flt・l J.！必の低減には 排j世介議の負tB-1岳が低，，－すること

がif(I定であると考える．また， 2008wに報告されたヨー

ロッハ 11かIr］における Finne-Soveriらの調査では，！ポ

尖栄 fiの 1万IJが頁便失禁をflっていたと報0されてい

る． ノ沖1］はn便失fだについての調査は行っていないが，

我がIElにおいてもこれはhiJ械と与えられ，介議負担！惑が

かなり ，・，・：jかったと推測された．排尿介，；告の相談者「有1

~ff と「JA~J nrでは，主介識者の介議負担1感には統計学的

イ 1・必： x~ を d!i!.、めなかった． しかし， f「l護支援者「有J群と

「J!l州市において統，11・学的有志羊を認め，「千fJ群は介議

fHH!必がfl＼いことが明らかになった．これにより，肴議

(Jiliは十ILi実行としてよりも，定質的な介品•Jz長者として ｛｛

{1：することが、 L介議x－の負tlHさのfl＼卜につながると示

｜唆された． したがって，石議帥は指導者として，被介議

行に什慌！点的JI訓練やり日世ケア， 主介議告に排j世管理の適

切な X:t哀を行うことにより，主介議者の排尿介議負担感

の fl＼ ~J.;\l ・被介議行の！ボ｛恒失禁jう｜リjに努める必要があると

考える

り｜：！ポIL11＇の要介助は，介活再の fttH！告を1¥':jくしていると

推測されたが， VI：尿H、？に介助が「不要」な場ft-と「全

て介助J.「見守りjが必要な場合において統計学的有志：

とはなかった．「全て介助Jの場合は_l介義者が H本で

オムツやハッド交換をするため，交換時期やその方法等

は Lf「，l告x－がある科（！，£・コントロールすることが可能であ

る．そして，この事が主介護告の精神的負担感の低下に

つながったと与えられる．また，「見守りJの場合は被

fli/& fi・のJJl'IポU,ill¥Jに合わせ介助しなければならないとい

う；1111約はあるものの，身体的介助が不要であるため，身

体的f'!JI I.!占がfl＼い． これにより，主介日告白の介議負担感

にとがなかったと.j{主寄ざされた．

そ のゾjでJ、I'・－・少し介助」が必要な場合と，介助「不

要j の均ft- を Jt,~！交すると， i：介議行は1Jli/1の場合に介議

f '! 1・1 r_ を ，•，＇：j く！さじている ftf1 向がみられた． 被介d告白ーへの

「、！＇－・・少し介助」ではー tJド！11<介助の主体が被介護自ーとな

るため、 介， l告 fl· は被介品目・に 1i1Jrl)~J して行動しなければな

らない．そのため， I:介議行にとっては，突然に排尿介

助をillられたり，被介l走者の村rwwJ数によっては頻回な

介助が求められる. IJ!＇こ，被介， l告苫の！ポ尖禁によるトイ

レや卜j’h＇）染の後始末（Jj:J:易ら， 2012）や被介議者の

トイレ将動や，，－行の i：げドげ等の介助，オムツやハヅド

の交換，及び！ポ出・ポータブルトイレ使用の介助等， t 

Jln告fl会は多大な身体的労｝Jをよiミめられる． これにより，

ll・ ・少し介助Jの均介に主介必？？の負担感が高い傾向

になったとHf：察された．そのため， i：介謎fl・のり｜：尿介，j告

のれtiI.!岳を低減するためには，移動や卜－岳：の卜げ Fげの

ためのリハビリテーションを被介J告白に実施し，彼，彼

Lぐらのt:Ji'Iぷ行動能力の1111I：に努めることが必要であると

7 

考える．

主介護者は， 1人、｜え均 2.1士 1.4の排尿方法を利用し

被介議者の尿失禁に対処していた．そして、排尿方法は

オムツ「肴m」が最も多く 61.4%の主介議者が活用し

ていた．介護のHtfl感はオムツ「着用」とはト肴山」 ITT

の問で、有志差はなかった．その理Ii-Iとして，オムツは多

尿用であり司頻[f!Jの交換が必要でなく，ィ反間用の大1i呈

の尿失禁に対応したものもあるため，主fl;i望者の身体的

負担や伐問排尿介助による睡眠不足が粁減できる（福井，

2006）ことが推測された．

－方で尿とりノiソド「有用」群と「Jj：若HJJ群では，

tl白布の方が主介議者の介持負担感が，＼＇：ji K傾向にあること

が示唆された．ぽとりパッドは少吊の尿失禁対処用であ

り，被介議者が尿とりパッド「着用」の場合（52.5%),

E介議者は頗回の尿とりパッド交換や尿漏れ jう｜リjのため

の当て｝j.枚数の使い方等や経消的tt-tlJ＿のf!b域に工）（が

必要となり，介；］告負担！惑が I日~p傾向になっていると推測

される．従って，／；｝（とりパッド「首mJ苫を介議する l:

介議行に対しては司パッドからの離脱や交換枚数の低減

のための適切な排！ポ管珂指導（例えば骨盤底的訓練や排

尿誠導）が必要と忠われる．またー被介議者が什ら尿と

りパッドを交換できるための指導・ I：夫をすることに

よって，主介護告の介誰負m感、が低トーすると考える．

トイレ「利用j群の庁が「JI：利肘」群よりも _l介譲－fj・

の負但感得点は低く，被介議者のトイレ排尿が精神的に

も身体的にも介議者の負担感の低｜子につながるのではな

L功 hと推察された． しかし． トイレ「不ljJ-H」併と「Jt：不lj

m」群との問では介議負JF1_!さの統計学的有志差はなかっ

た．本研究では要介議度 3 以上の被介 I~望者がうそ体の

75.2%を市めた．そのため，多くの被介議百に身体的機

能低卜によるトイレ移動・排尿動作の緩慢による以漏れ

による汚染や，認知機能fll卜によるiJhl世場所や洋式トイ

レ使用}j法の混乱によるトイレ周囲の汚染が発＇I：＿ してい

るi1J能性が考えられた（Jt:J:易ら， 2012）.その結果， ト

イレ「不IJHJ」昨と「：H:干IJJ日Jt洋との乏がなかったと考え

られた．

本調査は質問紙調査であり司 L介議千？の介藷負111.感の

背景について推察する事には限界がある．村f:f;J｛介，j室のH

111！さの要凶について，今後はインタビュー調布や対象数

を広げ，明確にする必要があると忠われる．

以上のことから，被介議x－のiJl');t(介議における_l介議

者の介誰負担感のmJ1長には，以卜ーの事が必要であると与

えらオLた．

1. 排尿吋に介Jj}jが「不要jな場合より．「、！＇－－・少し

介助」が必要ーな場合にI：介議？？の介誰n1-1u，岳がI白＇ii1ftfi1F11 

にあった．そのため 被介議者が排尿II寺に介助「不安・

見’、］：り」な状態となることをumすため句被介議おにト

イレへの移動や排尿時の下品：の l：げドげができるように



なるためのリハビリテーションを実施する必要がある．

2. 尿とりパッド「着用」群が「Jt：着用」群より主介

護者の介護負担感が高い傾向にあった．そのため，被介

護者のパッドからの離脱やパッド交換枚数の低減のため

に，主介護者に適切な排尿管理指導（例えば廿盤底筋訓

練や排尿誘導）を行う必要がある．また，被介議者が自

ら尿とりパッドを交換できるための指導・工犬を行う事

により，彼・彼女らの排尿行動能力の向上に努める必要

がある

3. 介護支援者「有J群と「無j群を比較すると，「有」

群は介議負担感が低いことが明らかになった．そのため，

排尿介護の負担感、の低減には相談者ではなく，実質的な

介護支援者が主介護者にとって，必要である事が示唆さ

れた．

全土
H口

曇4
日間

本研究は，在’七において高齢者を介議している U'ld産

者の介議負担感と排尿介議状況（被介J住吉の排尿状況）

がどのように関連しているかを J-ZBI 得／.，~を比較する

事により検討した．その結果，

・尿失禁「有J群と「無」群では，前者の介護fttEl感

得点の方が高値を示した．

－被介護者が排尿時に介助「ィt要」な場合と「見守り・

全て介助」を要する場合を比較したところ， _t：介護

者の介護負相感に統計学的有志差は認めなかった．

・主介護者は，被介護者の排尿時に「半・少し介助J

を要する場合に，介助「不要」な場介より介誰負担

感を両く示す傾向にあることが明らかとなった．

－被介護者が尿とりパッド「非着用jより，「着問」

の}jが， j：介護者の介護負tB-1岳が向くなる傾向にあ

ることが明らかとなった．

－介誰：支段者「+J•・」群の方が「無」群よりも， ＋.介日住

者の介護負担感が低いことが明らかになった． しか

し，排尿介議の相談者の「有・無」によって， i：介

議者の介護負.j:B＿感が変化する事はなかった．
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The degree of burden experienced by caregivers 

caring for the frail elderly at home: 

with a focus on incontinence care 

Hir叫wIba1l, Yukiko Miyakoshi2l and Miyuki Takase2l 

1) Doctoral Program in Health Sciences, Graduate School of Health Sciences, Hiroshima University 

2) Institute of Biomedical and Health Sciences, Hiroshima University 

Key words : 1. the frail elderly living at home 2. burden of care 3. urinary incontinence care 

The purpose of this study was to investigate the impact on their caregiver of urinary 

incontinence in frail elderly persons cared for at home. The study also aimed to explore the 

relationships between the characteristics of the elderly and their caregivers, and the degree 

of burden experienced by the caregivers. Questionnaires were distributed to 162 caregivers. 

The questionnaire consisted of demographic questions, the Japanese version of the Zari t 

Burden Inventory (J-ZBI), and a 九アoidingcheck sheet used to identify the types of urinary 

incontinence. Of 162 caregivers, 101 returned completed questionnaires (a 62.3% response 

rate). The results showed that 94 out of 101 elderly persons (93.1 %) had urinary 

incontinence. The degree of care burden experienced by caregivers was higher when they had 

to care for elderly with urinary incontinence than those without it. Moreover, the J-ZBI 

scores of the caregivers were moderately higher when the elderly required a moderate degree 

of voiding assistance than when they required no assistance (p < 0.1). Similarly, the J-ZBI 

scores were moderately higher when the caregivers had to care for elderly who used 

incontinence pads, compared with those who did not use them (p < 0.1). On the other hand, the 

J-ZBI scores of caregivers who received support from others were significantly lower 

compared with those without support (p < 0.05). It is important to improve the toileting 

ability of elderly persons who need incontinence pads and/ or a moderate level of voiding 

assistance by providing adequate rehabilitation training. Such training includes exercise in 

transferring to a toilet, exercise in pulling underwear up and down and exercise in wearing 

incontinence pads. 
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